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1. はじめに

2000年3，月期より、個別決算から連結決算への

移行に伴い、連結キャッシュ・フロー計算書や税

効果会計の導入、子会社資産・負債の時価評価が

採用される1)。

新会計基準の導入は企業の経理担当者に学習の

機会を多くもたらすことになる。

しかし、久田公認会計士は「企業会計の直面す

る緊急の課題は、会計基準やテクニックの導入で

はなく、むしろ、企業も職業会計人も倫理観を高

め、不正を発見し、不適切な会計処理を排除し、

国民の会計人寄せる信頼感を回復することであ
る」という2)。

本稿は会計士、税理士等の職業会計人や企業経

営者、経理担当者に対する早期の会計倫理教育の

必要性を述べるものである。

会計倫理に関する事項に表1の諸倫理と当事者
が考えられる。

表1 商業道徳の範疇

企業倫理 → 社長・取締役・従業員

職業倫理 → 会計士・税理士

経営倫理 → 団体役員・職員

2. 会計学教育と企業倫理

アメリカのある会計学教授は大学院での教育に

おいて、会計士の責任や財務諸表の数値の意味に

ついて考えさせた3)。

教授は実際の会計処理が会計ルールを遵守して
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いる実態を明らかにして、次にその会計処理が本

当に正しい考え方に立った処理なのかという質問

を大学院生に投げかけて、学生たちと一緒に「正

しい」会計を追求する議論を始めた。教授は学部

の学生には「会計学はどういうものと思います

か」と質問して、学生の答えを聞いた後、「会計、

会計業務、そしてアカウンタントはより良い意思

決定のためにデV・…一・タを必要とする人々との間のコ

ミュニケーションに深く関わっている」と述べた。

学生たちにコミュニケーションこそ会計学のコ、

ンセプトであることを喚起することから、会計学

教育を開始した。教授は「会計学の本質であるコ

ミュニケーションは倫理と深く結びついている」

ことを学生に徹底的に教えた。

「会計の倫理的側面の教育は会計のルールや計算

の仕方を反復して記憶したとしても決して身につ

くものではなくて、この課題を自ら理解しようと

考えている学生と教師との間の粘り強い継続的な

対話を通してはじめて可能となる」とくり返し主

張した。

日本の会計学教育では会計の倫理的な教育が行

われていないのが実状である。企業不祥事はなぜ

おこるのかを事例研究において学生との対話を取

り入れた形式で時間をかけて学生と一緒に考えて

いかなければならない。

企業はいろいろな活動を行っており、会計上起

りうる不正行為を企業倫理との関わりの上で明ら

かにしていかなければならない。

企業倫理の意味するところは、広義には「企業

内における人間行動、ならびに社会における企業

行動に関し、厳格な倫理的基準にもとつく諸用件

の充足を求め、その達成にとって有効なあらゆる

具体的措置を積極的に推進しようとする社会的動
向」である4)。

 このような意味での企業倫理と関わりを持つ

具体的な「課題事項」に次のものがある。
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①競争関係(価格協定、談合入札、不当廉売、

産業スパイ、商標特許権侵害、リベート、贈収
賄)

②消費者・顧客関係(悪質商法、虚偽・誇大
 広告、有害商品、、欠陥商品)

③投資者関係(インサイダー取引、損失補填、

 粉飾決算)

④従業員関係(作業事故、職場災害、職業病、

 過労死、雇用差別、プライバシー侵害、性

 的ハラスメント)

⑤'地域社会関係(自然破壊・災害、工場閉鎖、

 戦略的・計画倒産)

⑥政府関係(脱税、贈収賄、不正政治献金)

⑦地球環境関係(自然破壊、環境汚染)

⑧国際関係(租税回避、ソシアルダンピング、

 不正資金洗浄)

以上のもが企業における日常の業務活動のな

かに生ずる可能性がある。

企業倫理の実践を客観的に保証し、組織的に

遂行することが、一般的に企業倫理の「制度化」

とよばれる。その方法に次のものがある5)。

①企業倫理担当・専門常設機関の設置(調査・

  研究、立案・実施、点検・評価の遂行)

②倫理綱領ないし行動憲章の制定・遵守

③倫理教育・訓練体系の確立

④倫理関係相談への対応

⑤内部告発の受容と問題解決の保証

⑥倫理問題担当役員の設置

 (エシックス・オフィサー、コンブライアン

 ス・オフィサー)

表2倫理綱領と遵守体制

 多くの企業にはまだ、倫理綱領も無く、コン

プライアンス(法令遵守)・プログラムもないが、

倫理綱領がある企業でも、コンプライアンス・プ

ログラムの運用や企業倫理実践の方法が十分に確

立されているとは言えない。

社員の行動において問い合わせ先をまとめてみ

ると表2のようになる。

経営者は、企業倫理を維持管理するために、「制

度化」を急がなければならない。「制度化」によ

って顧客や投資家からの信頼を得ることになる。

企業には「社是社訓」がある。たとえば、ある

企業の「経営指針」として次のことが掲げられて

いる6)。

社内の照会・相談先→企業倫理担当部署

社員の行動の問題→企業倫理担当責任者

役員・社員の倫理綱領の→弁護士・監査

     照会・相談    法人

 ・顧客の満足を第一とし、ベ回申プロダク

  ツ・ベターサービスを提供する。

 ・広く科学・技術を追求し、新しい価値を創

  造する。

 ・社員の個性を伸ばし、十分に発揮させる。

 ・個々の組織の主体性を活かし、力強い総合

  力に結びつける。

 ・良き企業市民として行動する。

 ・収益性を高め、活力ある発展と社会への還

  元を図る。

 この企業はこのような「社是社訓」がありな

がら最近不祥事を起こしている。「社是社訓」は

経営者や社員の「行き過ぎた業績至上主義」によ

る行動の抑止策にはなっていない。

 「企業倫理に関するアンケート調査」によると

企業不祥事の発生要因として、「行き過ぎた業績

至上主義」、や「経営トップのワンマン・独断専

行」が上位を占める。抑止策として「経営トップ

の姿勢・誠実性」が一位に揚げられている7)。

社会的にも信用の高い企業の不正行為が露呈し

ている昨今であるが、何が正しく何が悪いかを考

えずに自らの利益を追求しつづけた結果、日本全

体が倫理観の希薄な社会になっている。

経営者は正しい哲学を持って、それを基準にし

て、経営を実践していかなければならない、資本

主義経済を支えている経営者は高い倫理観を持ち、

すべての企業がフェアで公明正大な経営を行う必

要がある8)。

学校現場での会計学教育では昨今の企業不祥事

が何故起るのかという疑問を学生に投げかけて、

商題の解決策を学生と一緒に考えていかなければ

ならない。

 こうした教育がいままでの伝統的な会計学教育

には欠けている。簿記・会計学の教育は「仕訳に
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始まって仕訳で終る」といった簿記技術の習得に

徹したものである。

伝統的な会計学教育はまず簿記検定試験のため

の授業を下級生(1年生から3年生)には行う。

上級生(4年生と5年生)には会計学の理論側
副会計、管理会計)を教えている。大学の授業で

も同様である。

経営者や従業員は仕訳技術に長けていても遵法

精神、誠実さや公正さが欠けると数字の操作(粉

飾)が容易にできる。

会計学の教官は経営者や社員の企業倫理に関す

る事例に基づいて、早期教育の中で会計の倫理的

な面を授業に取り入れていかなければならない。'

企業倫理を表3のように考える。

表3企業倫理の範疇

商法・法人税法・証券取引法等の法律

表4プロフェッナル・スクール

ロー・スクール→法律家→職業倫理

企業会原則・社是・社訓・就業規則

メディカル・スクール→医師→職業倫理

ビジネス・スクール→経営者→職業倫理

       (ビジネスマン)企業倫理

倫理憲章・綱領・経営理念

つぎに海外での企業倫理教育をみていくことにす
る。

3. ハーバードビジネス・スクールでの

企業倫理教育

プロフェッショナル・スクールが養成する職業倫

理は表4のようにまとめることができる。

n・一・スクールとメディカル・スクールは代表

的なプロフェッショナル・スクールである

 ハーバード大学には、法律家を養成するロ

ー・ Xクール、医師を養成するメディカル・スク

ールと経営者・ビジネスマンのためのビジネス・

スクールがある。ビジネス・スクールの教育法(ケ
v・・一・・ X・メソッド)はロー・スクールをならったも
のだといわれている9)。

 ビジネス・スクールは、企業経営者の職業として

の確立の動きに対応してアメリカの諸大学で設置

されている。

職業としての経営者やビジネスマンに必要な知

識や技術を習得させるには従来の職業訓練所でも

できるが、ビジネスメタールでは学生に対して職

業の基礎にあるところの何らかの倫理を教育しな

ければならないとする。

職業としての法律家や医師は、普遍的な価値に

支えられた明確な職業倫理をもっているのに対し、

職業としての経営者やビジネスマンには、確固と

した職業倫理(企業倫理)がない。

ハーバードビジネス・スクールでは、専門職業人

としての経営者やビジネスマンを養成する以上、

専門職業を支える職業倫理(企業倫理)も学生に

ケース・メソッド(事例研究)で指導している。

ビジネス教育にはリーダーシップ、倫理、およ

び企業責任の議論が含まれるという10)

ある教授は経営教育に関する報告書のなかで次

のように述べる。「ビジネス教育は、能力だけで

はなく責任にも関心を示さなければならないし、

技能だけでなくビジネスマンたちの態度にも関心

を示さなければならない。」「ビジネス・スクv・・一・・ル

は、学生に社会的責任の意識と企業倫理の高い基

準をもたせるためにできるだけのことをする義務
がある。」

学生が基本的技能や知識、経営的視野を有する

だけでなく、将来手に入れられる権力的地位に当

然求められる一段と高い道徳的意識および社会的

責任の意識をもつ専門職業人を教育することにあ
る。

そこでは思慮深く、時間をかけた幅広い討論が

ある。何十年か後の課題が成功裡に実現されるた

めの、将来の指導者たちの発達させるべき特性に
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ついての討論が期待されている。

すべての学生が、実務においてうまくやるため

に必要なあらやる種類の判断力を教育から得ると

いうことは決してあり得ないとし、しかし、専門

職教育はこれらの資質のいくつかを身につけさせ

ることができるという。

ハーバード・ビジネススクールでは倫理教育が

重視されており、その特徴はケ・・v一・・ス・メソッドで

ある。大学院の修士課程を修了するまでに多くの

事例を学ぶことになる。

高専での会計学教育でも、4・5年生の授業で

ケース・メソッド(企業不祥事一経営者、従業

員や会計士が粉飾に関わった事例研究)・を授業に

取り入れていきたい。

4. 商業道徳(倫理)の育成を目指す

会計学教育

学生には、物事の判断にあたっては、常にその

本質にさかのぼり、人間としての基本的なモラル、

良心にもとづいて何が正しいのかを基準として判

断することがもっとも重要であることを身につけ

させなければならない。

判断基準には、公平、公正、礒、博愛、謙虚、

誠実等がある。

稲盛和夫氏は経営の場において戦略・戦術を考

える前に、「人間として何が正しいのか」という

ことを判断のベースとして考えることにし℃いる

という11)。

ここの会社では会計処理の基本がある。会計処

理においてダブルチェックシステムを取り入れて

いることである(稲盛［1998］111-119頁)。

入出金の管理においては、お金を出し入れする

人と、入出金伝票を起こす人を必ず分ける。一人

で会社経理を行っておればいくらでも勝手なこと

ができ、厳密な管理はできない。それを、防ぐた

めには、伝票を起こす人とお金を扱う人とを必ず

分ける必要がある。

現金の取扱いにおいては、業務時間内に適切な

頻度で、現金担当者以外のものが現金残高と伝票

とをチェックするようにしている。

会社印鑑の取扱いも社員がお互いにチェックで

きるようにしてある。

売掛金については営業担当者と本社経理がそれ
ぞれ売掛金残高と入金を瞥理する。買掛金につい

ては買掛金残高の管理は購買部門が行い、支払い

は本社経理が管理する。

他には金庫の管理、物品やサ・一…一ビスの購入、作

業屑の処分や自動販売機・公衆電話の現金回収に

おいてもダブルチェックの原則は、金額の大小に

かかわらず必ず守らせることにしている。

一見当たり前のことを、確実に守らせることが

大事である。指示するだけではなくて、経営者自

らが、現場に出向き、ときどきチェックしていく。

繰り返し、確認していくことによってはじめて、

制度は社内に定着していくことになる。

会計上の不正行為はこうしたダブルチェックシ

ステムをとっておれば未然に防ぐことができる。

表5不正行為防止策

行動基準→公平・公主・正義・博愛・謙虚

会計処理→ダブルチェックシステム

会計士・税理士→法令遵守・職業倫理

ここで実際に起きた会計士と会社の不正行為を

みていくことにする12)

①売上高の過大、架空計上と売上原価の過大計上

会社が、売上と売上原価を過大に計上し、売上

に見合う額は売掛金を過大に計上し、売上原価に

見合う額は棚卸資産を過小に表示、また、架空の

売上を計上する。

会計士は監査において売掛金について残高の内

容分析を行わず、売上と売上原価については、製

品の流れと帳簿書類とを関連させてみる監査を怠

り、外国との直接取引部分についても、売掛金の

内容の検討を行わないで、これらの事実を看過す

る。

②子会社に対する貸付金の会計処理

会社が、子会社に対する貸付金のうち、償却す

べき債権約13億円を売掛金として計上する。

会計士は貸付金のうち、半額は貸倒引当金を計
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上すべきであると認識しながらこれを公表すれば

会社の倒産は不可避と考えて意見を付さないで、

また売掛金については、会社が売掛金に計上しな

ければ、国際信用上困ると主張したのを認めてこ

の意見も付さない。

③架空売掛金、前払費用の過大計上と未払費用

 の過小計上
 会社が減価償却を約1億円行い、架空売掛金

を約3億円計上し、前払費用を約8億円過大に

計上し、未払費用を約2億円過小に計上する。

 会計士は減価償却についてこの事実を認識し

ながら意見を付さなく、前払費用については、

会社の契約書は作成しないとの言を信じ、契約

書の閲覧を省略し、これを看過する。

 未払費用については会社の現在値下げ交渉中

であり、これを計上しても無意味であるとの言

を信じ、確認の手続きを怠ってこれを看過する。

④当座預金の私用流用と架空関係会社の売掛金

 計上
 会社の担当者が約6億円の当座預金を簿外に

してこれを私用に流用し、この事実を隠蔽するた

め、当座預金を取り崩し、また、この穴埋めのた

め、架空関係会社への売掛金を計上し、支払手形

の一部を簿外とする。

 会計士は預金:については、預金残高証明書と

会社が作成した銀行勘定調整表により検討したの

みで、当座預金照合表の外部証拠による検討を行

っていない。

 売掛金についても、インボイス等の外部証拠

による検討を行っていない。支払手形については、

支払手形の発行控えと補助簿および期末残高明細

表とを全数字について照合したのみで、関連項目、

たとえば買掛金、現金預金関係記録との照合をし

ていない。これらの各事実を看過し、会社が金融

対策上から、売掛金の一部を受取手形に振替え計

上している事実をしりながら、利益に影響しない

ものであり、金融対策上の必要悪であるからとい

う会社側の説明を容認して意見を付していない。

⑤支払い承諾の過小計上

 会社が作成した財務書類に、支払承諾(115

億85百万円)の過小計上が行われている。

 会計士は必要と認めた監査手続を実施しない

し、また、代替として実施した手続も十分でな

かったため、簿外保証発見の可能性の芽をつん

だことは、相当の注意を怠り虚偽、錯誤または

脱漏を看過する。

会計士は、支払保証に関する監査手続として、

社長捺印簿等の閲覧が必要であると認めながら、

過去においてその提出を断られた経緯があるこ

とから閲覧簿の提出を求めることがない。

その代替手続として、債務者に対する確認を

実施しているが、確認にあたって、その発送に

立ち会っていない。一定額以上の全債務者に対

し洩れなく確認状が発送されているかどうかに

ついてチェックを行っていないことは、十分と

は言えない。

資金貸出金融機関に対する確認についても、

会社の協力が得られず、実施していない。

これらの手続が行われていれば、簿外保証発

見の可能性があったのであるから、会計士とし

ては、相当の注意を怠って、会社の重大な虚偽、

錯誤または脱漏を看過して意見表明を行ってい

る。                 ・

表6不正行為

会計士→商法・証券取引法・監査基準・

   監査実施準則・企業会計原則・公認会

   計士協会の会則違反

社長・役員・従業員→商法・証券取引法

      企業会計原則・社是・社訓

      就業規則・倫理綱領違反

5. 終わりに

学校現場でも「人間として何が正しいのか」の

観点から、企業倫理に反した事例を教材にして討

論形式でじっくりと時間をかけて取り掛かり学習

をしていきたい。

簿記・会計学教育において「仕訳に始まって仕

訳で終る」といった簿記技術の習得だけを重視し

た教育は改めなければならない。

経営者・経理担当者や会計士・税理士を目指す

学生が法令を遵守して、しっかりとした判断基準
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(公平・公正・正義・博愛・謙虚)をもって会計

処理ができるように簿記・会計学の担当教官は指

導していかなければならない。
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